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1.は じめ に
今 日の経営戦略では企業の 市場への適応が重 要視 されて いる。つ ま り,
今 日の経営戦略 において は,マ ー ケテ ィングが 重要視 されて いるll。一方,
マー ケテ ィングにおいて も戦略的マ ーケテ ィングという概念が生 まれ,全
社的 に市場 に適応 して い くた めの マーケテ ィングが志 向され ている2レ。
企 業が市場 との適応を 目指 して策定す る ものに ドメイン(Domain)が
ある。 当該企業の マーケテ ィング部門 は,策 定 され た ドメイ ンに基づき,
製品 を開発 し市場 に投入す る。以上 のように実務上 では企 業 ドメイ ンと製
品の係わ り合 いが あるに もかか わ らず,こ れ までの経営戦略研究,マ ーケ
テ ィング研究 において,ド メイ ンとマーケテ ィングの製 品戦 略の関連性 に
つ いて論 じられ た ものはほとんど見当た らない3〕。
本稿 は,既 存 の経営戦略研究,マ ーケテ ィング研究 に基 づき,企 業の ド
メイ ン策定 の意義 を明確化 し,企 業が策定 した ドメイ ンがよ りよ く機能す
るためにはマーケテ ィングにおける製品戦略 が 重要な役割 を担 うことを示
す ものである。
かか る目的を達成す るために,本 稿 は以 ドの 手順で議論 を進め る。 まず,
既存 の経営戦略研究,マ ーケテ ィング研究 における ドメイ ンの定義 をふ り
返 る。次に,企 業 におけ る ドメイ ン策定の次元について検討す る。 そ して,
企 業の ドメイ ン策定 の意義 を明 らかに したLで,策 定 された ドメインがよ
1)例 え ば伊 丹[2003],34べ一 ジ。
2)経 営 戦 略 と戦 略 的 マ ー ケ テ ィ ン グの 関 連 に つ い て は,嶋 目[1984],11～28
ペ ー ジに詳 しい。
3)ド メ イ ン と マ ー ケ テ ィ ン グの 製 品 戦 略 を 論 じた極 め て 稀 有 な 研 究 に,榊 原
[19921,121～155べ一 ジが あ る 。 しか し,そ れ 以 外 の研 究 は ほ とん ど 見 当た
らな い。
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りよく機能するための方策を探 る。最後に企業が ドメインをよりよ く機能
させるために必要なマーケティングにおける製品戦略の重要性について考
察する。
II.既存研究 におけ る ドメイン
1.ドメインの定義
これまで 「ドメイ ン(Domain)」とい う用語 は経 営戦 略研究,マ ーケ
テ ィング研究 において若干 のニ ュア ンスの違い こそ あれ,以 ドに挙 げ るよ
うにほぼ 同 じ内容 で定義 されてきたP。
Hofer&Schendel[1978]は,ドメイ ンを組織 の現在 と ア定 した環境
との相 互作用の程度 と定義 した。 かかる ドメインは,製 品 を生産す る技術
と製品を提供す る市場 セグメ ン トの双方か ら形成 され,技 術 と市場が マ ッ
チ した ときに事業 は創造 され ると しているri)O
榊原[1992]は,ド メイ ンを組織体 がや りとりをす る特定の環境 部分 の
ことと定義 す る。 そ して,ド メイ ンは,組 織 体の活動の範囲な い しは領域
の ことであ り,組 織の存在領域 といいかえて もよい,と してい る㌔
一方,日 本のマー ケテ ィング研究 において,い ち早 く経営戦略 とマーケ
4)本 稿 で は,こ れ まで の 研 究 で用 い られ て きた ドメ イ ンと い う言 葉 の定 義 に つ
い て議 論 を す る際 は,「 ドメ イ ン定 義 」 な い しは 「ドメ イ ンの 定 義 」 と表 紀 し,
ま た,企 業 が 主 体 的 に行 な う ドメ イ ンの 定義 。決 定 を 「ドメ イ ン策 定」 な い し
「ドメ イ ンの 策定 」 と表 記 す る。
5)Hofer&Schendel[1978],pp.25-26(訳書31～32ペ ー ジ 。)。Hofer&
Schendelは,原書 に お い て"scope"とい う用 語 を 用 い て い る。 か か るscope
は,訳 書 に お い て は 「領 域 」 と訳 さ れ,ま た,原 書 に お いて も組 織 の ドメ イ ン
と 同義 で あ る こ と(原 書p.25)が 示 され て い るた め,本 稿 に お い て は,か か
る研 究 を ドメ イ ン定 義 の ひ とつ に 採 用 した 。
6)榊 原[1992],6ペー ジ。
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テ ィング ・マ ネジメ ン トの統 合を提唱 した鴫 口[1984]は,(戦略)ド メ
インとは,企 業が長期的に 自社の存立を委ね,経 営資源を効率的に投入 し
てい く市場 内生 存領域 を指す,と してい る1)。
以上 にyげ たよ うな代 表的な ドメイ ンの定義 には,次 のよ うな含意 があ
るよ うに思 われる。
まず第1の 含意 は,ド メイ ンは,企 業のマネー ジャーによ って1三体 的に
決定(策 定)で きる ものである とい うこ とである。 これは,企 業を とりま
く無限の環境のなかか ら,企 業が生 きていこうとす る環境 の一部分をマ ネー
ジャーがi三体 的に選 び取 るこ とによ って効 率的かつ効果的な経営 を実現 し
よ うとす る ものである。
第2の 含意 は,ド メイ ン策定 は経営 資源 と密接 に関連 している とい うこ
とである。 この背 後には,従 来の経営戦 略研究 がよ ってたつ 「適 者生存」
の思想 があるよ うに思 われる。 ここでい う適 者生存 の思想 とは,自 らの資
源 と環境がマ ッチ ング しなければ,企 業 は存続 できないとい う思想 である。
かかる思想 に則 り,企 業は白 らの資源 を踏 まえ無 限の環境 の中か ら生きて
い く ドメイ ンを定 め,ま た,今 後生 きていきたい ドメイ ンを意 図 し資源の
蓄積 を しなが ら事業を展 開 していこ うとす るのである。
第3の 含意 は,長 期 的な視座 に 、γった ドメイ ン策定 である。 これは,先
の第2の 含意 と も関連付 け られる ものであるが,企 業は ドメイ ンを策定 す
ることによ り,白 らの現在 の生存領域 を明確 に し,さ らに将来 の進 化の方
向を もII.--i1するこ とがr定 されて いる。 そ してまた,長 期的な視座 に 、γ
ち ドメイ ンの策定 をす るので あれ ば,企 業を取 り巻 く環境 の変化 を ドメイ
ンの策定i三体 は無視す ることがで きないはず である。つ ま り,ド メイ ンは
環境 の変化 に応 じて変容 させ てい くべ きであるということ も既存研究 の ド
7)1鳩II[1984],226ペ ー ジ 。
8)野 中[1996〕,78ペ ー ジ。
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メインの定義 には含 まれてい ると考え られ よ う9)O
2.ドメイン策定の次元
従来の研究を ドメイン策定の次元の観点から見てみると,実 にさまざま
な次元で ドメイン策定の研究が行なわれていることが分かる。本節では,
既存研究における ドメイン策定について ドメイン策定の主体,ド メイン策
定の時点,ド メイン策定の方法の3つ の次元から整理 してみたい。
2-1.ド メイン策定のk体
Hofer&Schendel[1978]は,戦略 策定 には全 社戦略,事 業戦 略,機
能分野の階層が ある としなが ら,ド メイン策定 の重要性 は,組 織 の階層 に
お いて階層が ド位 になればな るほ ど薄れて い くと しだ ㌔
それ に対 して,Abell[1980]は,ドメインの策定 は全社 レベル,事 業
レベ ル,そ して例 えば,R&Dや 製造,具 体的 製品の マー ケテ ィン グと
い った プログラム ・レベ ルの3つ の階層でな され ることを 主張 した。 そ し
てAbellは,企業の組織階層の いずれ の レベルにおいて も,解 決 しなけれ
9)野中は前掲匪1芋において,ド メインと経営の基本理念の違いにも1汲 している。
かかる違いとは,経営の)x本理念 とは永続的なものであるのに対 し,ドメイン
は環境変化に合わせて変化させていくものであるということである。 さらに,
ドメインは,そ の背後にある基本理念を保持 ・追求 していくために環境の変化
に合わせて策定を繰 り返すものであるとしている。(野中[1996],93ページ。)
10)Hofer&Schendelは,企業の戦略を構成する要素には,(1)ドメインの策定,
(2)資源展開,(3}競争優位性,(4)シナジーがあるとし(p。25,訳、辱31ペー ジ),
全社戦略策定においては,ド メイン策定 と資源展開が,事 業戦略策定において
は資源展開と競争優位性が,そ して機能分野別戦略の策定においてはシナジー
と資源展開が重要課題であるとしている。 とりわけ,機 能分野別戦略の策定に
おいては資源の生産性の極大化を求めるため ドメインの策定問題は極小化する
という(pp.27-28,訳海34～35ペー ジ)。
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ばな らない課題やそれを解決す るために利用す る概念 や枠組 は共通 してい
る゜'とHofer&Schendelに代表 され る既 存の研究 を批 判 し,ド メイ ンの
策定は組織階層のいずれの レベル にお いて も必 要で あることを1三張 した。
確 かに人企業な どのよ うに複数の 事業,無 数の製品を扱 ってい る企業の場
合には,企 業全体の包括的な ドメインを策定 し,各 事業 ごとに ドメイ ンを
策定 し,各 製品を扱 うプログラム(例 えば,マ ーケテ ィング ・プログラム)
ごとに ドメイ ンを策定 した方が,効 率的な経営が展開で きそ うで ある。 当
然の ことなが ら,そ れ ら各 ドメイ ンには一一貫性 と統合性12が求め られ る。
2-2.ドメイン策定の時点
既存研究の ドメインの定義 にみた ように,企 業の ドメイ ン策定 には当該
企業の経営についての長期的な視座が含 まれて いる。それ ゆえ に,企 業が
ドメイ ン策定をす る際 には,時 間軸 を考慮す る必 要が ある。
ドメイ ン策定の時点 につ いて明確 に示 した研究 に大滝[1997]がある。
大滝は,ベ ンチ ャー企業の成長 につ いて議論す る過程で,か か る企業の成
長 には フェー ズが あ り,フ ェー ズごとに ドメイ ンを再策定 してい く必 要性
を セ張 した。かか る大滝の研究で は,ベ ンチ ャー企業が創 業 した ときに企
業家が もつ 「わが社の 事業 はど うあるべ きか」 とい う概念 を 「意 識の ドメ
イ ン」 と し,ま た 当該企 業の経営資源 を鑑み,あ る時点 において'11該企業
が 当面存続す るため にまず着 手す る事 業の領域 を 「着 手の ドメイ ン」 とし
た。 そ して,企 業家 は 事業を展開 してい くなか で,「意 識の ドメイ ン」 と
「着 手の ドメイ ン」 との間 にあ る ドメイ ン ・ギ ャ ップは何 か とい うこ とを
認識 し,そ の ギ ャップを埋 めるためには何 をすべ きか を常 に考え,成 長の
11)Abell[1980],p.190(訳書249ペ ー ジ),石 井[1983],90～91ペ ー ジ。
12)嶋 日[1984],226ペ ー ジ。
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フ ェーズご とに ドメインを見直 し,再 策定す るべ きで あると しだ ㌔
榊原[1992]もドメイ ンの見直 し,再 策定 の重要性 を指摘す るin。企業
の環境 は常 に変化する。 それゆえに,ド メインが一定不変で は企 業の成長
が停滞す る。 時を経 て環境 が変化 してい くのに併せて企業 は ドメイ ンを変
化 させ る必 要がある ことを1三張す る。
2-3.ド メイン策定の方法
企業の ドメインの 重要性 を最 初に説いたの は,Drucker[1954]であろ
う。Druckerは,トップ ・マネ ジメ ン トの 責任の第一・は 「われ われの 事
業とは何か」 を定義 するこ とで,そ れを行な うためには まず顧客を知 るこ
とが必 要で あることを強調 したljlO
かか るDruckerの企業の ドメ イン策定 の 重要性 の 主張 を踏 まえ,ド メ
イ ン策 定 の 方法 につ いて最 初 に考 察 したの はLevitt[1960]であ る。
Levittは,アメ リカの鉄道 会社 と映画会社 の衰退 を 「マー ケテ ィング近
視眼(MarketingMyopia)」とい う言葉で説明 した。 ア メ リカの鉄 道会
社は,自 社の ドメインを 「鉄道V業 」 と定 め鉄道 に固執 して 事業を展開 し
たために,他 の輸送会社が 市場 に提供す るバスや飛行機 とい う輸送 手段に
顧客 を奪われた。 また,ア メ リカの映 画会社 は自 らの ドメイ ンを 「映画産
業」 と したため に,他 のエ ンタテイ ンメ ン ト企業が提供 するテ レビやテー
マパー クな どに顧客を奪われた というので ある。 これ ら2つ の事例は,両
企業 とも現 在の 自社の提供 してい る製品で ドメイ ンを策定 したため,つ ま
り近 視眼で ドメインを策定 して しまった ゆえ に,競 争相 手を見誤 り衰退 し
13)大滝[1997],156～159ページ。
14)榊原[1992],27～28ペー ジ。 榊 原 は,ド メ イ ンの 再定 義 と い う語 を 当 て て
い る が,本 稿 の用 語 の使 用法 に 合 わ せ て,本 稿 で は 再 策 定 と した。
15)Drucker[1954],pp.29-30(訳書(上 巻)46～47ペ ー ジ).
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て いった ことを1三張 し,両 企業 ともに消費者の購入 している便益 に基づ き,
鉄道 会社は 「輸送 産業」,映画会社 は 「総合エ ンタテイ ンメ ン ト産 業」 と
ドメインを広 く策定 してお けば衰退 しなか った とい うことを示唆 してい る。
す なわ ち,Levittは,V,該企 業が提供 してい るモ ノで ドメイ ンを策定 す
る(物 理的定義)よ りも,消 費 者の欲 している便 益か ら ドメインを策定 す
る(機 能的定義)こ とを推奨 したのであるO
Drucker,Levittの2人に著名な研究 者の アイデ ィアによ り,ド メイン
策定の基準 を販売 しているモ ノとするよ りも,消 費者の求 め る便益 と した
方が企 業が失敗 を免れ るであろ うことが明 らかに された。
か かる2人 の アイデ ィアを理論化 しよ うと試 みたのがAbell[1980]で
あ る。Abellは,ドメイ ンの策定 は顧客(who),顧 客機能(what),代
替技 術(how)の3次 元で なされ るべ きで ある とした。Abellがかか る1三
張 をす るよ り以 前に,°1僕の定 義問題 を扱 って いたの はAnsofであ る。
Ansofは,製品 と市場 で'∫`業を規定す ることを提唱 した%し か しなが ら,
Ansofのかか る議論 は新た な製品を開 発せ よ,新 たなll∫場 を開 発せ よと
い うようなi三張が な されて いるのみで あ り,DruckerやLevittが行 な っ
た洞察,す なわ ち消費者が得 る便益 に基づ き ドメイ ンを策定す るとい うこ
とはで きないのではないだ ろうかOAbellは,Ansofが行な った,製 品,
市場 のいずれか一一方で ドメインを策定すべ しというis張に対 し,製 品,市
場 のいずれか一方で ドメインを策定す るよ りも 「製品 と市場」 の組 み合わ
16)Levitt[1960]。こ のLevittの考 え 方 は,Ansof[1965],pp.104-105(訳書
130～131ペー ジ)や 嶋 口[1984],226べ一 ジか ら批 判 され て い る。 か か る批
判 の ポ イ ン トは,企 業 は ドメ イ ンを 広 く策 定 しす ぎ る と逆 に何 をす る 企 業 な の
か 分 か らな くな る,す な わ ち 「マ ー ケテ ィ ン グ遠 視 眼(MarketingMacropia)」
に陥 るの で はな いか と い う もの で あ る。
17)Ansof[1965],PP・127-128(訳ll宰160～161ペー ジ).
18)石井[1983],86べ一 ジ。
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せ で ドメイ ンを策定 した方が有川であ ろうとi三張 した。 そ してAbellは,
製品は技術と機能 の2つ によ って説明 され,市 場 は顧客 グループ と顧客ニー
ズによ って説 明 され ると し,製 品の機能は,製 品か ら得 られる何 かなので
あ って,こ れは顧客のニー ズを満たす もの と同等で あるか ら製品の機能 と
顧客 ニー ズは同 じものにな ると した。 それゆえ に,Abellは,ドメイン策
定は顧客,顧 客機能,代 替技術の3次 元でな されるべ きで あると1張 した。
また,Levittのア イデ ィアを踏 まえなが ら も,Abellとは別 な ドメイン
策定 の次元を提n昌した研究 に榊 原[1992]がある。 榊原の考察 は,Levitt
が提 示 したア メ リカの鉄道産業や映画産業 は ドメイ ンの策定 を誤 ったか ら
衰退 した とい う仮説に疑問を投げか けるところか ら始 まる。榊原 の 呈す る
疑問は,ア メ リカの鉄道 産業や映画産業が衰退 したの は,自 社の活動 の物
理 的実体 だけに着 口し,そ の意味で範囲が狭か ったので はないか,そ れゆ
えに変化 の方向性 や発展の道 筋を示唆す ることがで きなか ったのではない
か,広 く社 会が納得 するよ うな一般性 に欠けていたので はないのか とい う
ものである。 かかる疑問に則 り,榊 原は ドメインを構成す る3つ の次 元,
「空間の広が り」(狭 い 対 広 い),「時間の広 が り」(静的 対 動 的),「意
味の広が り」(特殊的 対 一般的)を 提Uし た。「空間の広が り」 の次元 は,
紐織 体の活動 の空 間の広 が りで あ る。 かか る次元 は,Levittのい う ドメ
イ ンの 「物理的定義」 と 「機能 的定義 」のア イデ ィアを踏 まえ た ものであ
り,実 際 の ドメイ ン策定 は 「物理 的定義」 と 「機能的定義」の 中間の どこ
か に位 置づ け られる もの とした。 第2の 次元の 「時間的な広が り」 は,ド
メイ ンの策定 自体 の中に時間軸があ るか とい うことであ り,発 展性,変 化
性 あるいは動態性 の次 元と[1い換 えて も良 い。活動内容の変化やその方向,
変化の道筋についての洞察を含 まない ドメイ ンの策定は静的な策定 であ り,
それ とは逆 に,変 化 についての洞察を含む ドメインの策定 は動的 な もので
ある。Levittの「鉄道 と輸送」 の対比 は,鉄 道で な く輸送 と ドメ イ ンを
策定すれば,輸 送 手段 には自動 車,バ ス,ト ラ ック,ト レー ラー飛行機 な
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どがあり,鉄道会社は早くからこれ らの手段への対抗策やその部分的活用,
あるいは多角化を考えたはずである。このように事業の発展性についての
洞察を含むという意味で,鉄 道よりも輸送のほうがより動的な定義なので
ある。第 三の次元 「意味の広が り」は,組織体の活動の意味の広が りを示
す。 これは,特 定の経営者 ・管理者に固有で特殊的なものなのか,そ れと
も反対に,組 織のメンバーや社会の共感を得ることができる一般的なもの
なのかという対比で表される1!110
3.ドメイン策定の意義2{"
なぜ,企 業は ドメインを策定するのか,ド メイン策定の意義について改
めて,整 理 してみたい。
第1に 考え られる ドメイン策定の意義は,企 業が ドメインを策定するこ
とにより資源展開の指針を示せるということであるanO企業が ドメインを
策定することにより,rl社の現在 と近い将来の事業の領域が明確になる。
それゆえ企業は現在の資源配分を決定 しやす くなると同時に,将 来に向け
ての資源蓄積の 目標を設定することもできる。また,企 業は ドメインと資
源展開の両方を用いて,rl社の競争地位を認識することもできる。企業は,
現在自社が何をやろうとしているのか,何 ができるのかを ドメイン策定と
資源展開により検討することで,自社が想定する環境の中で自社の位置づ
けが明確になる。つまり自社が想定する産業における自社の競争地位が明
確化されるため,競 争地位にあわせた戦略策定が可能 となる。
第2に 考え られる ドメイン策定の意義は,企業が相 圧作用を行なう環境
の明確化をすることにより,組織における分散化の回避 と過度の集中化の
19)榊原[1992],42～43ペー ジ。
20)本節 は 金 井[1999],31～33ペー ジに 依 って い る。
21)嶋口[1984],226べ一 ジ。
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回避 をする ことが期待 できる2%こ こで いう分 散化の回避 とは,ド メイ ン
を限定す るこ とによ って,メ ンバーの努力やエ ネルギーのベ ク トルを合わ
せ ることが容 易にな り,活 動 が分散 して しまう危険 を避 ける ことがで きる
という ものである。 また,こ こでい う過度の集 中化 の回避 とは,先 の分 散
化 のll11避とは逆 であ り,適 切な ドメイ ンを策定す るこ とで,メ ンバーの注
意 があま りに も狭い範囲に限定 され ることを避 ける とい う効果であ る?:{i。
ドメイ ン策定の第3の 意義は,組 織のア イデ ンテ ィテ ィの形成にあ る'a。
かか る組織 のアイデ ンテ ィテ ィの形成 には2つ の側 面がある。 第1の 側面
と して,経 営 者が ドメイ ンを策定す ることに よって企 業の メンバーの一体
感の形成 を促進 できるこ と。 第2の 側面 と しては,企 業 は ドメイ ンを策定
す ることによって社 会に対 して企業の果たす役割を明 らか にでき,企 業の
社会的な存在意義 を明確 にす るこ とに役 立つ。 この ことによ って,社 会i
体のなかでの企業の アイデ ンテ ィテ ィを確 立す ることを促ず ㌔
以1:のような既存研究 における ドメイ ンの定義,ド メイ ン策定 の意義 を
踏 まえ ると ドメインを以一ドのように定義 できよ う。
ドメインとは,企 業が現在の`1を 明 らかに し,か つ,企 業が長期的 に
存続,発 展 してい くため に定め る環境 の一領域 である。
22)伊丹 ・加護 野[1993],97ペー ジ,金 井[1999]31～33ペー ジ。
23)ド メ イ ンの 策 定 の 意 義 と して,組 織 に お け る分 散 化 の 回 避 と,過 度 の 集 中 化
の 回避 とは 相 反 す る考 え 方 で あ る。 相 反 す る こ とが ドメ イ ン策定 の 意 義 とな る
の は学 問 と して 不{』分 で あ る と い わ ざ る を 得 な い。 い か な る と き に ドメ イ ン は
組 織 の分 散 化 を 回 避 す る こ とが で き る の か,同 じ く過 度 の 集 中 化 を 回 避 す る こ
とが で き る の か の ト分 な 検 討 が 待 たれ る。 しか しな が ら,本 稿 で は,組 織 に お
け る分 散 化 の1司避 と,過 度 の 集 中 化 の 回避 を ドメ イ ン策 定 の 意 義 の 通 説 と して,
ま た ア イ デ ィア の 有 効性 か ら こ こに 挙 げ る こ と とす る。
24)森田[1991],140～141ページ,榊 原[1992],45ペー ジ,116ペ ー ジ,伊
丹 ・加 護 野[1993],96ペー ジ,野 中[1996],77ペー ジ。
25)金井[1999],33ペー ジ。
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かか る ドメインの定義 には,次 のよ うな留意点が求め られ る。
・企業の ドメインは1:社レベル,事 業 レベル,プ ログラム ・レベルの3つ
の レベルを有 し,こ れ ら3つ の ドメインの レベルには一・貫性,統 合性が
なけれ ばな らない。
・企業の ドメイ ンは当該組織 の資源 に関連付 けて策定 される。
・企 業の ドメイ ンは,当 該 企業のアイデ ンテ ィテ ィになる ものでなければ
な らない。
・企業 を取 り巻 く環境 は時 間 とともに変化 す るため,企 業の ドメインは見
直 し,再 策定 される ことがあ る。
4.ド メイ ンが よ りよ く機能す るための 要件
ドメイ ン ・コ ンセ ンサス
経営者や管理 者が1三観的に定義(策 定)す る ドメインは,組 織の メンバー
や外部の人 々に よって広 く支持 された ときに,初 めて ドメイ ンと して機能
す るようにな るssO
組織 が どんな に緻密 に,し か も洒落た ドメインを策定 したところで,社
内の人 々が納得で きるものでな ければ,ド メイン策定な ど意味が ない。 お
経 と同 じで ドメイ ン定義 は唱えればそれで済 む ものではないので あるビ7'。
これは,ド メインが組織 の アイデ ンテ ィテ ィとな り,組 織の一体感 を生 む
役割を担 うことに関連す る。組織の トップが策定 した ドメイ ンは,>v1該組
織の現在の資源配分を決め るにとどまらず,そ の企 業の将 来像 を も示 して
い ることは既 に確認 した。 これ はすなわ ち,組 織の構成 員の 当該組織 にお
ける将来 に向 けての行為 を促進す る ものである。 沼L.[1999]の言 葉を借
りるな らば,策 定 された ドメインは,組 織の構 成員がそれによって夢 を描
26)榊原[1992],33ペー ジ。 た だ し,カ ッコ 内 は筆 者 。
27)沼L[1999],228ペー ジ。
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けるようなものでなければな らない。 人間は意味のないことは したが らない。
rl分たちが行な っている活動 が単に 目の前の競 争相 丁'に勝つことだ った り,
納期 に間に合わせ ることだ とした ら,数 年 の うちに人 間は疲弊 しきって し
まう。 会社にカネを儲け させるためだけ,あ るいは株1三に利 益を還 元す る
ためだけだ った ら,そ のうち社 員はやる気がな くな って も当然であろうsxO
また,ド メイ ンは,組 織 内で受 け入れ られ るだけでは機能 しない。 社会
的 に支持 されず受 け入れ られていな い ドメイ ンは,い わ ば飾 り物 で ある'39)
とまでいわれ る。
つ ま り策定 された ドメイ ンは,組 織 の内部か ら合意 を得 るだけでは不 十
分で組織外か らの合意 を得 なければな らない。 この ような意味 での ドメイ
ンに関す る社会 的含意 の ことを,「 ドメイ ン ・コ ンセ ンサ ス」 とい う:ill。
ドメイン ・コ ンセ ンサスとは,当 該企業が何を行ない,ま た何 を行 なわな
いか とい うことにつ いて の社会 的に形成 された合意であ る。
経 営者や管理者 による主観的 な ドメイ ンと,ド メイ ン ・コ ンセ ンサス と
はは っきり区別 してお く必 要が ある。 なぜな ら,ド メインの機能 は経営 者
や管理者 自身 の意思に依存す ると同時 に,あ るいはそれ以kに,ド メイン ・
コンセ ンサ スに依存 して いるか らである川。
ドメイ ン ・コンセ ンサス というの は ドメインについての共通認識で あ り,
図で描 くと,経 営側 による定義 と構成 メ ンバーない し環境の側の認識 とい
28)同1。
29)榊贋[1992],33ペー ジ。
30)榊房[1992],33ペー ジ。 な お,ド メ イ ン ・コ ンセ ンサ ス と い う 、漢 を 経 営
学 に取 り込 ん だ の は,Thompson[1968]であ る。Thompsonは,ド メ イ ン ・
コ ンセ ンサ スを組 織 が 何 を し,何 を しな いか とい う こ とにつ いて 組 織 の メ ンバ ー
な らび に 彼 ら と相 互作 用 の 関 係 に あ る 人 々 の 双 方 の 期 待 の 集 合 と定 義 して い る
(p.29,訳書36ペ ー ジ。)。
31)榊原[1992],34ペー ジ。
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う2つ の集 合の積集 合に相 当す る(図1参 照)。2つ の集 合の位 置関係 に
よ って,そ の斜線 部分が大 きくな った り小 さくな った りす る。網か け部分
が大きいほ ど社会の支持 は大 き くな る。 それ とは反対 に,網 か け部分が小
さいほ ど認識のギ ャップが大 き くな る纈。
5.いか に して ドメイ ン ・コ ンセ ンサ スを得て い くか
ドメインを策定 す るだけでは,ド メインは組織 の中で機能 しな い。 ドメ
インが策定 され,組 織 の構成員に 当該 ドメインが納得 されて初めて ドメイ
ンは機能 する。 ドメイ ン ・コンセ ンサ スには2つ の コンセ ンサ スが ある。
ひ とつは,内 的な コンセ ンサ スであ る。 ここでい う内的な コンセ ンサ スと
は,経 営側1三導 でつ くられた ドメインに組織 メンバーが どの程度i司意 共鳴
し納得 したか とい うものであ る。 いまひ とつは,外 的な コンセ ンサ スで あ
る。 ここでい う外 的な コンセ ンサ スとは,組 織 体の ドメインの外部 に人々
が どの程度 同意 し共鳴 したか とい うものであ る:Sa)。
32)榊 原[1992],35ペ ー ジ。
33)榊 原[1992],36べ 一 ジ 。
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いかにして内的コンセ ンサスは形成されるのか。まず,組織のr位 階層
の ドメイン策定が ド位の ドメイン策定に影響を与え,そ して組織の ヒ位階
層が策定 した ドメインに組織の構成員は影響を受けると考えるのが妥当で
あろう。それには2つの理曲がある。ひとつは,組織の1位 階層が策定 し
た ドメインを踏まえて経営資源は配分されるため,配 分された資源を用い
る組織の ド位階層の構成員は組織の上位階層が策定 した ドメインか ら自由
にはなれないという理由である。いまひとつの理由は,組 織の下位階層の
構成員にとって,組 織で働いている以上,1司 が策定 した ドメイン,すな
わち組織のL位 階層の策定 した ドメインを反対 ・無視するには多大なリス
クが伴なう。それゆえに,組織のL位 階層が策定 した ドメインを,組 織の
下位階層の構成員が納得するということがあると考える。
また,ド メインの外的コンセ ンサスが得 られると内的コンセンサスが促
進されるとも考え られる。先にも述べたとおり,ド メイン ・コンセンサス
は組織の内部のみで得 られるものではない。外的な ドメイン・コンセンサ
スが得られるということは,当 該組織の活動が組織外に認められたことに
なるわけであり,それは,すなわちその活動の成果が出たことを意味する。
それはまぎれもな く,当該活動が社会的に評価されたことを意味 している。
当該組織の成果が社会的に評価されたな らば,そ の評価を組織の構成員は
受け入れ,か かる評価が組織の構成員にとって活動のモチベーション向L
と組織の一体感形成を促進するものとなると考え られる。
皿.ド メイ ンの外的 コンセ ンサ ス形成 に向 けて
いかに して,ド メインの社会的な合意で ある外的 な コンセ ンサ スは形成
されるのか。 本稿では,ド メインの社会的な コ ンセ ンサスを ドメインの市
場 の コンセ ンサ スととらえ ることに したい。なぜな らば,企 業が売 りi二げ
をLげ るたあに取 引を行な う対象は市場だか らであ る。確か に市場 は社 会
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の一 部に過 ぎない。 しか しなが ら,か か る先の理由 よって,ド メイ ンの 市
場 におけるコ ンセ ンサスは企業の外的 コンセ ンサ スを得た と判断す るには
十分 ではないが妥 当であろ う。
主と して企業 は,市 場 に製品 を提供す ることで企業の外 的 コンセ ンサ ス
を得てい こうとす る。 企業の中で市場 に製品を投人す ることを担 う部門は,
マーケテ ィング部門である。当該企業のマーケテ ィング部門は,組 織 の トッ
プが策定 した全社 ドメイ ン,事 業部が設定 した事業 ドメインを意識 しつつ
当該部門の ドメイ ン,す なわちマーケテ ィング ・ドメイ ンを設定す る。か
か る ドメイ ンは,全 社,事 業部の ドメイ ンか ら自由にはなれない。 また一・
方で,マ ーケテ ィング ・ドメイ ンは,市 場 の動 向を反 映 した ものでな けれ
ばな らない。
全社 ドメイ ン,`拝業 ドメイ ンもまたマーケテ ィング ・ドメインか ら自由
にはなれ ない。 なぜ な らば,企 業の中でli∫場 と交流する部門はマーケテ ィ
ング部門のみだか らであ るal。それ ゆえに市場 に最 も近 く,そ して 市場 と
交流す るマーケテ ィング部門が策定す るマーケテ ィング ・ドメインを無視
してi.社ドメイ ン,事 業 ドメイ ンを策定 するこ とは企業経 営に とって多大
な る リスクとなるか らである。
で は,当 該企業の マーケテ ィング部門がマーケテ ィング ・ドメインを設
定 し,そ れを踏 まえ た製品 コ ンセプ トを もつ 製品を開発 し,市 場に製品を
投入すれ ば ドメイ ンの外的 コ ンセ ンサスが得 られるか とい うと,問 題はそ
んな に簡 単で はな い。企業が意図す るとお りに製 品が市場 で評価 され る保
証 はな いか らであ る。そ こで企 業に必 要となるのがマーケテ ィングにおけ
る製品戦略であ る。以 下で は製品戦略 の概要 につ いて述 べたい。
34)企業において売 りiげに責任を持つ部門はマーケティング部門(営 業活動を
含む)の みといわれている。
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1.マーケテ ィングにおける製 品戦略 の位 置つ げ5[
本稿では,マ ーケテ ィングにお ける製品戦略 を,企 業が市場 に価値を提
供 す るための戦略 ととらえ る。かか る戦略 によって,企 業は,市 場 と意味
共有を図ろ うとす る。 マー ケテ ィングにおける製 品戦略 の一般 的な位澱づ
けは,次 の通 りであ る。(図2参 照)
マーケテ ィング1三体 は効率的に市場に適応 してい くために,設 定 した夕一
ゲ ッ トに向けて さまざまなマー ケテ ィング手段 を動 員 してい く。
設定 された 夕一ゲ ッ トに向けて動員 され るマーケテ ィング手段 は,夕 一
ゲ ッ トとしたセ グメン ト数に もよるが,実 に多岐にわた る。 それ らは,マ ッ
カー シー らに よ って製 品(Product),価格(Price),チャネル(流 通 の
場:Place),プロモー シ ョン(Promotion)の4つのPに 類 型化 され,
大 き くは,こ れ ら4つ がターゲ ッ トに向けて最適 に組み合わ され動 員 され
て い くべ きで ある。
1一述のよ うな4P概 念においては,各 々4つ のPは 整合的,か つ,ね らっ
た ターゲ ッ トへの訴求力がで きる限 り人き くな るよ うに組み合わせ られね
35)本節 の 記 述 は,L原[1999],90～92ペー ジ に依 って い る。 煩 を避 け る た め,
細 か な 注 記 は 省 略 した。
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ばな らず,こ れをど う解 くか,と い うことが意思 決定者に とっての最 も重
要 な課題 となる。
図2で は,マ ー ケテ ィ ング ・ミックスは4つ のPを 同時決定 で きるよ
うに示 されて いる。かか る同時決定 は,理 論的 には可能 であろ うが,実 際
にマーケテ ィング ・マネー ジ ャーが上述 の ように4つ のPを 同時決定 す
ることは不 可能 にちかい と言わね ばな らない。 なぜな らば,仮 に,4つ の
Pを 同時決定 しよ うとす るな らば,意 思決定 者には膨大 な情報処理量 が必
要 とされ るためで ある。 ゆえ に上図 のよ うな意思決定 は,現 実 的に不可能
な概念で あろう。
実際 のマーケテ ィング ・マネー ジャーの意思決定 は,4つ のPを 同時に
決定す るのではな く,ま ず ターゲ ッ トに最適 と思 われ る特定のPを 定 め,
次 に,他 の3つ のPの 各 々が最 初 に決 めた特 定 のPと 最 も整 合 し得 るよ
うに,他 の3つ のPを 決 めてい くであ ろう。 マ ーケテ ィング主体,と り
わけ製造 業者 のマーケテ ィング ・マネー ジャーは,最 初に決め るべ き特定
のPは 製品(Product)とな るであ ろう。 なぜ な らば,製 造 業者が社会的
に存立 している根拠 は製 品コ ンセプ トの提案 にあるか らであ る:ffi)O
以上 の点 を踏 まえると,マ ーケテ ィング ・ミックス策定 は図3の ように
36)ここでいう製品コンセプ トとは,消 費者が購入する製品の便益(benefit)
を売 り手の立場から明らかにしたもののことを指す。また,製 造業者の社会的
使命が製品コンセプ トの提案であることは,次 のごとき理由がある。それは,
消費者よりも製造業者のほうが,製 品コンセプ ト開発能力に優れているためで
ある。消費はきわめて個人的なものであるゆえ,消 費者が革新的な製品コンセ
プ トを開発できる能力,可能性はきわめて小さい。 しか し,製造業者は組織的
に製品コンセプ トを開発するため消費者の個人的な認知限界を超えることがで
き,消 費者が創造できないような新たな製品コンセプ トを開発することができ
るはずである。それゆえに,消 費者が思いもつかないような製品コンセプトを
開発し,その製品を市場に提案することが製造業者の社会的な使命であると考
えることができる。
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図34P概 念の実践化
書 き換え られ るべ きで あろ う。
2.製品戦略 の展 開3i)
何度 も繰 り返すよ うに,市 場が マーケテ ィング主体の意図す るとお りに
製品を受 け入れ る保証は どこに もない。 に もかかわ らず,マ ー ケテ ィング
k体は,市 場 に製品を投入 して いかな けれ ばな らない。 では,企 業の マー
ケテ ィングi三体は,ど の ように製品戦略を展開す るのであろ うか。
マーケテ ィング主体は,不 特定無数の消費者 と向き合 ってい る。 製造業
37)本節は,全 面的に石原[2000],71～100ページに依っている。煩を避ける
ため細かな注記は省略した。石原は当該研究において,企 業と市場の意味共有
を意図 した企業のマーケティング ・コ ミュニケーションの意義について考察し
ている。 しかしながら,本稿では,か かる石原の議論をマーケティングにおけ
る製品戦略の議論 と読み替えることとする。なぜならば,本 稿では,前節で議
論 したとおり,マーケティングにおける製品戦略を企業が市場に価値を提供す
るための戦略ととらえ,か かる戦略によって企業は市場 と意味共有を図ろうと
するものと考えるためである。
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者は,少 な くと も,こ この消費 者を特定 できず,し たが っていわば 「見え
な い顧客」 に向か って製品戦略 を展開 して い くことになる。 また,il∫場 は
絶えず動 いて いるので あ り,そ の 市場 を仮 に1時 点 で正確 にと らえる こと
がで きた と して も,そ の ことに どれ ほどの意味があ るかは分か らな い。む
しろ 重要な ことは,1時 点 でII確に 市場を とらえ るよ りも,動 いてい る市
場の実像を遅滞な く,か な りの正確 さで と らえ続 けて いける枠組で あ り,
根拠であ る。
マー ケテ ィングーk体は,絶 えず動 いて いる 「見え ない顧客」 をと らえ る
べ く,商 業者を通 じて入 手され る市況 に基づ き,仮 説的な 市場像 を作 り1.
げ る。かか る仮説的 市場像 は,消 費者の志向,現 在消費 者が 重要視 してい
る価値観,あ る特定の カテゴ リー にお いて消費 者が抱 いて いる不満 な どに
よって構成 されて いる。かか る市場像 は,あ くまで もマーケテ ィングiモ体
によって内的 に作 り出された もので あ って,そ れが現実の 市場 と完壁 に適
合す るか どうか分か らない。 しか し,マ ーケテ ィングi_体は,か か る仮説
的 市場像がな ければ,市 場 に投入す る製品の コ ンセプ トす らつ くる ことが
で きない。つ ま り,マ ーケテ ィングi三体は,内 的 に仮説的ll∫場像 をつ くり,
それを川 いて製品 コ ンセ プ トの開発 をは じめとす るマーケテ ィング計画を
、γ案 し,実 行す る。
マー ケテ ィングー1三体 によって投入 され た製品 を審判す る消費 者 もまた,
仮説的企業像を描 いて いる。消費者が描 く仮説的企 業像 もあ くまで も仮説
的で あって,消 費者が描 いた企 業像 に基づ いた製品が企 業か ら提供 され る
保証 はな い。 しか しなが ら,製 造業者が描 く仮説的 な市場像 よ りも,消 費
者が描 く仮説的企 業像の 方が安定的で ある。 なぜ な らば,企 業像 は消費 者
i司Lの意 見等 によって も影響 され るが,基 本的 にマーケテ ィング1三体 が提
供す る製品 とマーケテ ィング活動,そ して何 よ りも製品 の使川経験 によ っ
て規定 され る。 その意味 で,消 費 者が描 く企 業像 は事後的に形成 され るも
のである と考え られる。 これは市場像 がマーケテ ィング1:体が1}前に描 か
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なければならなかったこととは対照的である。また,市場像が 「見えない
顧客」に対 して作られるものであったのに対 し,企業像は特定の製造業者
に対するイメージである。その意味において,マ ーケティング1三体が市場
像をイメージするよりも,消費者が企業像をイメージしやすいことが分か
る。 もちろん,消 費者が描 く企業像が,現 実的にその通 りとなる保証はな
い。それにもかかわらず,消 費者はこの企業像に基づいて行動する。そこ
には,ブ ランドに代表されるように,企業がtii場についての1本 的姿勢を
頻繁に変えたりしないというマーケテ ィングの安定性があるからである。
消費者が個別的に企業像を描 くのはごく限 られた数の製造業者について
のみである。 しか し,消費者はそれ以外の企業が提供する製品も消費する。
消費者は,それ らの製品の情報を小売業者から入手する。先の製造業者の
議論と同様に,消費者は小tr'IL:者についても仮説的な企業像を描 く。多く
の小売業者も先の製造業者と同じように市場への向き合い方をランダムに
変えた りはしない。ゆえに,消 費者は小売業者に対 して事後的に企業像を
確認することができるし,それによって不安を感 じることな く,その企業
像を次の行動の根拠として採用するであろう。
製造業者の描 く市場像と消費者の描 く企業像はそのものとして直接す り
あわされるものではないが,両 者がそれぞれの行動を仮説的に根拠づける
ことによって製造業者と市場との間の意味共有が図られてい く。ここで重
要なことは,そ の意味共有に能動的に1ち 向かってい くのは,マ ーケテ ィ
ングi三体であり,その具体的実践が,マ ーケティングにおける製品戦略の
展開である。製造業者は仮説的市場像に基づき,製品コンセプ トをつ くり,
そして製品を市場に投入する。その後に製品は市場 で評価される。かかる
評価を踏まえて,再度,製 造業者は仮説的市場像を描きそれに基づいて製
品戦略を展開する。マーケティング ヒ体はかかる活動を反復的に繰 り返 し,
市場像と市場の実像 との乖離はこの繰り返 しの中で改善されてい く。
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IV.企業の ドメイ ンとマー ケテ ィングにおける製品戦略
これ までの本稿 にお ける議論 よ り,企 業の ドメイ ンとマーケテ ィングに
お ける製品戦略が次の ように係わ りあっていることが わかる。
企業 にお ける ドメイ ンは,内 的 な ドメイ ン ・コ ンセ ンサ スを得 る ことで
よ りよ く機能す る。組織が どん なに緻密 に,し か も洒落た ドメイ ンを策定
したところで,社 内の人々が納得 できる ものでなければ,ド メイ ン策定な
ど意味が ない。企 業の中で内的な ドメイ ン ・コンセ ンサ スが得 られ ること
で,ド メイ ンが組織 のアイデ ンテ ィテ ィとな り,組 織 の一体感を生む役割
を担 うのである。 内的な ドメ イン ・コンセ ンサ スは,外 的な ドメイン ・コ
ンセ ンサスによ り促進 される。 そ して外的な ドメイン ・コンセ ンサ スは,
マーケテ ィングにおける製品戦 略によ って達 成 されよ うとす る。
マーケテ ィングにおける製品戦略を担 うのは,企 業のマーケテ ィング部
門である。 マーケテ ィング部門は,次 の2つ に基づいてマー ケテ ィング ・
ドメイ ンを策定 し,そ して企業が市場 に提供す る製品を決める。 ひとつは,
マーケテ ィング部門よ りも組織 のL位 階層が策定 した ドメイ ンで ある。具
体 的には,全 社 ドメイ ンと事業 ドメインがそれ に該 当する。 いまひとつは,
かかる部門が提供 しよ うと してい る市場 につ いての,仮 説的市場像で ある。
企業の ドメインとマーケテ ィング{三体が描 く仮説的な 市場像 に基づ いて
つ くられた製品が,市 場で受け入れ られ る保証は どこにもな い。 そこで,
マーケテ ィング部門は,当 該製品が市場 で受 け人れ られたか否かを確認 し,
次期の仮説的市場 像を描 き,再 びマー ケテ ィングを展開す ることを,反 復
的に繰 り返す。 当該製品がマー ケテ ィング部門の意図す るコ ンセ プ トで市
場に受け入れ られたな らば,そ の企 業の ドメイ ンは外的 コ ンセ ンサ スが得
られた と判断 して よいだ ろう。 しか しなが ら,も しも,そ れ が受 け人れ ら
れなか った とす るな らば,次 期の仮説的市場像 の修 正を行ない,前 期 とは
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異なる製品戦略を策定 し,マーケティングを展開する必要があろう。かか
る修正の反復を繰 り返 してもなお,市場で製品が受け入れられないのだと
すれば,マ ーケテ ィング・ドメインのみならず,そ の上位の事業 ドメイン,
全社 ドメインの見直 しが促進されるであろう。
また,マ ーケティング部門が意図したとおりに,市 場で安定的に製品が
受け入れ られたとすれば,外 的コンセンサスが得られたことになるが,そ
こで当該企業は安心 してはいけない。 ドメインは組織のアイデ ンティティ
になるものであると同時に,企業が長期的な存立を委ねるもの,す なわち,
将来の進化の方向を宣言するものでなければな らない;iA)。それゆえに,当
該 ドメインが外的コンセンサスを得 られ,そ れが内的コンセ ンサスになっ
た時点で,次 の ドメインを策定する必要がでて くる。つまり,ドメイン・
コンセ ンサスの獲得は,企 業の更なる成長のために,ド メインの再策定を
促すのである。
以上の議論をまとめると以下の図のようになる。
38)嶋 口[1984],226ペー ジ,野 中[1996],78ペー ジ。
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V.結 びに代えて 今後の課題
本稿で は,企 業 ドメイ ンの定義,企 業 ドメイ ン策定 の意義 につ いて既 存
の経営戦略論の研究 を レビュー し,企 業の ドメイ ンがよ りよ く機能 するた
めには ドメイン ・コ ンセ ンサ スが必 要で あることを明 らか に した。 そ して,
ドメイ ン ・コ ンセ ンサスを得 るためには,マ ーケテ ィングにおける製品戦
略が重 要であることを主張 し,既 存のマーケテ ィング研 究よ り製品戦略の
プロセスを示 した。 しか しなが ら,本 稿 にはい くつかの課題 が残 されてい
る。
まず第1の 課題 は,競 争を踏 まえた企業 ドメイン策定,ド メイン ・コ ン
セ ンサス形成 についての検 討である。 企業 ドメインは,他 社 と差別化 され
て策定 されているはずである。 また,ド メインが外的 コンセ ンサ スを得 る
ための製品戦 略 も競争に さらされてい る。 企業 と市場の間に製品の意味共
有がなされる際に競争 とい う撹乱要因が入 って くるに も係わ らず,本 稿で
は競争の視点が希薄であ った。 今後は,マ ーケテ ィング競争の視点を含ん
だ外 的 コンセ ンサ ス形成の概念構築を し,そ れを 拝例分析 してい きた い。
第2の 課題は,ド メイ ンの外的 コンセ ンサ スが内的 コンセ ンサ スにつな
がる メカニ ズムの解 明である。 本稿では,さ しあた って企業活動の 市場の
評価 を組織 構成員は 自らの活動 の評価 ととらえ,そ の評価が組織の構成員
のモチベー シ ョンの向tに つなが ると考えた。 しか し,そ の メカニ ズムは
あま りに も短絡 的であ り,精 緻 でない。 今後は,当 該企業の市場の評価が
当該組織 のモチベー ションにどのよ うに影響を与え るかを組織論研究,マ ー
ケテ ィング研究に基づき概念構築 し,そ れを実証 してい く必 要が ある。
第3の 課題は,全 社 ドメイ ン,`J}ドメイ ン,プ ログラム ・ドメイ ン間
の関連性についての検討であ る。 多数の製品を取 り扱 う企業 には多数 のプ
ログラム ・ドメイ ンが存在す る。 その 多数の プログラム ・ドメイ ンは,ど
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の ように して,そ のL位 ドメイ ンである事 業 ドメイ ンに反映 され るのか,
そ してまた,複 数 ある事業 ドメイ ンが全社 ドメイ ンに収敏 されてい くのか,
また反対 に,い か に全社 ドメイ ンが事業 ドメイ ンに,事 業 ドメインが プロ
グラム ・ドメイ ンに影響 を与えてい くのかを検 討する ことで企業戦略にお
ける ドメイ ンの意義 がよ り一・層深 い ものになるであろ う。
第4の 課題 は,企 業 ドメインの策定 方法 についての考察であ る。企業が
ドメイ ンを策定す る方法 には,Abellが示 した3次 元(顧 客,顧 客 機能,
代 替技術),榊 原が示 した3次 元(「空 間の広 が り」,「時間の広が り」,「意
味 の広 が り」)が あるこ とを本稿の既存研 究 レ ビューで示 したが,本 稿で
はいかな るときに,ま た,ど のように企業を取 り巻 く環境変化 に合わせて,
ドメインの策定 方法を変化 させてい くかの検討はなされていない。 さらに,
かか る ドメイ ンの変化 と製品戦略 の展 開につ いて も本稿では検討 されてい
な い。 これ らも今後の課題 と したい。
最後の課題 は,企 業の社会の評flHiと市場 の評価 の問題 である。 本稿では
企業の社会 にお ける評価を 市場の評価 とと らえたが,こ れ らは果た して同
じものなので あろうか。 市場の評価 と社会 の評価 の間に乖離 が生まれ るよ
うな ことがあ るのだ ろうか。今後の研究課題 と したい。
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